
これからの都市鉄道整備（私案）－上下分離

運行主体
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証券化

公団債務を代物弁済

鉄道利便促進法（平成17年）
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整備財源の負担比率

鉄道事業者

使用料

旧日本鉄道建設公団
（現支援機構）

債権・債務の譲渡

使用料は受益額で決まるので、
投資の効率性の高い路線の余
剰金がその他の路線の借入金
の償還に充当されるのが特徴保有

（三セク）
ただし、このスキームでは運行主
体は北総鉄道（第三セクター）で
ある必要がある。




